
既設炉

建設中

計画中

廃　止

①

③

審査中
審査中
審査中
審査中
終　了

終　了
終　了

審査中
終　了
不許可
審査中
審査中

終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
終　了
２５基

審査中

審査中

２０２０．２．２６

２０１７．１２．２７
２０１７．１２．２７

２０１８．９．２６
２０２４．１１．１３

２０１６．１０．５
２０１７．５．２４
２０１７．５．２４
２０１６．４．２０
２０１６．４．２０
２０１５．２．１２
２０１５．２．１２
２０２１．９．１５
２０１５．７．１５
２０１７．１．１８
２０１７．１．１８
２０１４．９．１０
２０１４．９．１０
　　   １７基

２０２１．７．２７
２０１８．４．１０
２０１８．６．５
２０２３．８．２８
２０２３．１０．１６
２０１６．２．２６
２０１７．６．１６
２０２５．１．１０
２０１６．９．７
２０１８．５．１６
２０１８．７．１９
２０１５．９．１０
２０１５．１１．１７
　　　 １４基

　３５
　３３
　１５　
　１９
　２９
　２２
　３９
　３４
　３１
　３０
　３４
　２８
　２７
　３１
　１８
　４６※1

　３７
　３７
　３１
　１９
　４８※2

　３３
　３１
　５０※3

　４９※3

　３９
　３９
　３５
　３０
　３０
　２７
　４０※4

　３９※4

④

⑦

⑧

⑨
⑪

⑩

⑫

⑬

⑭

⑰

⑱

②
③
⑮
③

⑪

⑲

⑱

⑤

④

⑥

⑩

⑨
⑪

⑫

⑬

⑰

許可出力
（万kW）

地図
番号 発電所名 炉型 運転年数会社名

新規制基準の適合性に係る審査
審査状況 設置許可日 稼働開始日

※新規制基準でのMOX許可取得

■日本の原子力施設 運転中

審査合格

審査中

未申請

建設中

計画中

廃止（運転終了）

15

16

19

17

11

12

13

14

① ② ③ ④

① ② ③

① ②

① ② ③

① ② ③

① ② ③ ④

① ② ③ ④

① ② ③ ④

1

3

2

5

6

4

9

7

8

①

① ②

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③

① ①②

① ② ③

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

① ② ③ ④

① ② ③ ④ ⑤
浜岡原子力発電所

東海第二発電所 東海発電所

福島第二原子力発電所

福島第一原子力発電所

女川原子力発電所

柏崎刈羽原子力発電所

志賀原子力発電所

玄海原子力発電所

伊方発電所

泊発電所

敦賀発電所

大飯発電所

高浜発電所

美浜発電所

上関原子力発電所

島根原子力発電所

（注）BWR：沸騰水型軽水炉、PWR：加圧水型軽水炉、ABWR：改良型沸騰水型軽水炉、APWR：改良型加圧水型軽水炉、GCR：ガス冷却炉 出典：（一社）日本原子力産業協会資料より作成
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① ② ③
川内原子力発電所

大間原子力発電所

東通原子力発電所

⑮
⑯

泊（１号）
〃（２号）
〃（３号）
東通原子力（１号）
女川原子力（２号）
　　〃　　（３号）
柏崎刈羽原子力（１号）
　　　〃　　　（２号）
　　　〃　　　（３号）
　　　〃　　　（４号）
　　　〃　　　（５号）
　　　〃　　　（６号）
　　　〃　　　（７号）
志賀原子力（１号）
　　〃　　（２号）
東海第二
敦賀（２号）
浜岡原子力（３号）
　　〃　　（４号）
　　〃　　（５号）
美浜（３号）
大飯（３号）
　　〃 （４号）
高浜（１号）
　　〃 （２号）
　　〃 （３号）※

　　〃 （４号）※

島根原子力（２号）
伊方（３号）※

玄海原子力（３号）※

　　〃　　（４号）
川内原子力（１号）
　     　〃        （２号）
　　　　  計

大間原子力
東通原子力（１号）
島根原子力（３号）
東通原子力（２号）
敦賀（３号）
　　〃  （４号）
上関原子力（１号）
　　〃　　（２号）
川内原子力（３号）
                   計

女川原子力（１号）
福島第一原子力（１号）
　　　〃　　　（２号）
　　　〃　　　（３号）
　　　〃　　　（４号）
　　　〃　　　（５号）
　　　〃　　　（６号）
福島第二原子力（１号）
　　　〃　　　（２号）
　　　〃　　　（３号）
　　　〃　　　（４号）
東海
敦賀（１号）
浜岡原子力（１号）
　　〃　　（２号）
美浜（１号）
　　〃  （２号）
大飯（１号）
　　〃  （２号）
島根原子力（１号）
伊方（１号）
　　〃  （２号）
玄海原子力（１号）
　　〃　　（２号）

ＰＷＲ
〃
〃

ＢＷＲ
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

ＡＢＷＲ
〃

ＢＷＲ
ＡＢＷＲ
ＢＷＲ
ＰＷＲ
ＢＷＲ
〃

ＡＢＷＲ
ＰＷＲ
〃
〃
〃
〃
〃
〃

ＢＷＲ
ＰＷＲ
〃
〃
〃
〃

３３基

ＡＢＷＲ
〃
〃
〃

ＡＰＷＲ
〃

ＡＢＷＲ
〃

ＡＰＷＲ
９基

ＢＷＲ
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

ＧＣＲ
ＢＷＲ
〃
〃

ＰＷＲ
〃
〃
〃

ＢＷＲ
ＰＷＲ
〃
〃
〃

　　　５７．９
　　　５７．９
　　　９１．２
　　１１０．０
　　　８２．５
　　　８２．５
　　１１０．０
　　１１０．０
　　１１０．０
　　１１０．０
　　１１０．０
　　１３５．６
　　１３５．６
　　　５４．０
　　１２０．６
　　１１０．０
　　１１６．０
　　１１０．０
　　１１３．７
　　１３８．０
　　　８２．６
　　１１８．０
　　１１８．０
　　　８２．６
　　　８２．６
　　　８７．０
　　　８７．０
　　　８２．０
　　　８９．０
　　１１８．０
　　１１８．０
　　　８９．０
　　　８９．０
　３３０８．３

　　１３８．３
　　１３８．５
　　１３７．３
　　１３８．５
　　１５３．８
　　１５３．８
　　１３７．３
　　１３７．３
　　１５９．０
　１２９３．８

　　　５２．４
            ４６．０
　　　７８．４
　　　７８．４
　　　７８．４
　　　７８．４
　　１１０．０
　　１１０．０
　　１１０．０
　　１１０．０
　　１１０．０
　　　１６．６
　　　３５．７
　　　５４．０
　　　８４．０
　　　３４．０
　　　５０．０
　　１１７．５
　　１１７．５
　　　４６．０
　　　５６．６
　　　５６．６
　　　５５．９
            ５５．９

２０１８．１２．２１

２０１２．４．１９

２０１４．１．３１

２０１９．９．３０

１９９８．３．３１
２０１５．４．２７

２００９．１．３０

２０１５．４．２７

２０１８．３．１

２０１５．４．３０
２０１６．５．１０
２０１８．５．２３
２０１５．４．２７
２０１９．４．９

廃止措置完了予定時期等
２０５３年度廃止措置完了予定

冷温停止から

３０～４０年後、廃止措置完了予定

１～４号機廃炉の実機実証試験に活用

２０３０年度廃止措置完了予定
２０３９年度廃止措置完了予定

２０４２年度廃止措置完了予定

２０４５年度廃止措置完了予定

２０４８年度廃止措置完了予定

２０４９年度廃止措置完了予定
２０５６年度廃止措置完了予定
２０５９年度廃止措置完了予定
２０５４年度廃止措置完了予定
２０５４年度廃止措置完了予定

北海道電力（株）

東北電力（株）

東京電力ホールディングス（株）

北陸電力（株）

日本原子力発電（株）

中部電力（株）

関西電力（株）

中国電力（株）
四国電力（株）

九州電力（株）

電源開発（株）
東京電力ホールディングス（株）

中国電力（株）
東北電力（株）

日本原子力発電（株）

中国電力（株）

九州電力（株）

東北電力（株）

東京電力ホールディングス（株）

日本原子力発電（株）

中部電力（株）

関西電力（株）

中国電力（株）

四国電力（株）

九州電力（株）

⑮

⑯

運転終了日または廃止日

※1 2018.11.7に運転期間延長認可。
※2 2016.11.16に運転期間延長認可。
※3 2016.6.20に運転期間延長認可。
※4 2023.11.1に運転期間延長認可。
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２０６４年度廃止措置完了予定

■原子力発電所の運転状況

同3号機

同4号機

大飯発電所3号機

同4号機

伊方発電所3号機

玄海原子力発電所
                        3号機

◆中国電力

◆九州電力

◆四国電力

同4号機

川内原子力発電所
                       1号機

同2号機

1月2024年 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2025年1月

2022．12.16～定期検査　　　　　　　　　　　　　　　 2024．5.21～営業運転

 2023．9.18～定期検査　2024．1.23～営業運転  

同2号機                　　 2024．11．6～定期検査 2023．10.16～営業運転

高浜発電所1号機
◆関西電力

2023．11.21～営業運転　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2024．12.14～定期検査

美浜発電所3号機

2023．11.10～定期検査　 2024．2.29～営業運転　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　                                                                                                                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2023．5.19～営業運転　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2024．6.14～定期検査　 　　　　2024．9.25～営業運転　                                         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２０２５年１月１４日現在）

2023．10.25～定期検査　 2024．2.14～営業運転                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                        

2023．6.20～営業運転　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2024．7.19～定期検査 

島根原子力発電所2号機

（２０２5年１月１４日現在）

 2023．8.28～営業運転　　　　　　　　　　　　　　　　 2024．6.2～定期検査　　　　　　　　　2024．9.24～営業運転　

女川原子力発電所
◆東北電力

 2010．11.6～定期検査　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2024．12.26～営業運転　

2023．1.12～営業運転　2024．2.10～定期検査　　　　2024．5.2～営業運転               

2023．3.8～営業運転　　　　　　　 2024．3.27～定期検査　　　　 2024．6.28～営業運転　　　　　　　                                                                                                                                                  

２０２４．１２．２６

2012．1.27～定期検査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2025．1.10～営業運転

2023．8.15～営業運転                                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2024．9.14～定期検査　　　　　　　　　　2024．12.25～営業運転                                          
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日本の原子力施設の状況

原
子
力
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１． 原子力発電のしくみ

２． 原子炉の自己制御性

■原子炉の固有の自己制御性

●減速材の密度効果（ボイド効果）

【ドップラー効果】
原子炉の中の燃料の温度が上昇すると、燃料の中の核分裂
しにくいウラン２３８が、より多くの中性子を吸収します。そう
すると、核分裂しやすいウラン２３５は、中性子を吸収する
割合が減り、核分裂の反応が減っていく
→原子炉の出力が自然に下がっていく

【密度効果（ボイド効果）】
原子炉の出力が上がると、燃料のまわりの水温が上がって
水が膨張して密度が小さくなり、核分裂で発生した中性子と
水が衝突しにくくなって中性子のスピードも落ちにくくなる
→核分裂しやすいウラン２３５が、中性子を吸収しにくくなって、
　原子炉の出力が自然に下がる

電気事業連合会

■天然ウランと濃縮ウラン
天然ウラン

低濃縮ウラン

濃
縮

ウラン23５:０．７％
陽子９２個、
中性子１４３個

ウラン238 :99.3％
陽子９２個、
中性子１４６個

ウラン238 :9５～９７％

ウラン23５:３～５％

■原子力発電と原子爆弾の違い

ウラン235の割合が低く、中性子がウラン238に吸収されるなどの理由に
より核分裂が一定の規模で継続する

ウラン235の割合がほぼ100％と高いため、中性子がほかの物質に吸収されず、
核分裂が次々に起こり、一瞬のうちに爆発的なエネルギーが放出される

制御棒が多数設置されており、また自
己制御性があるため、急激に核分裂
数が増加することはない

自己制御性がないため、急激に増加
する核分裂を止めることはできない

出典：原子力・エネルギー図面集

出典：原子力・エネルギー図面集

出典：原子力・エネルギー図面集

■ウランの核分裂とプルトニウムの生成（軽水炉）

ウラン235

熱が発生
減速された
中性子

プルトニウム239

減速された中性子

ウラン235

ウラン238

中性子

または

●制御棒など原子炉内の構造物に吸収
●原子炉建屋内の遮へい材に吸収

電気事業連合会

「火力発電と原子力発電の
しくみの違い・核分裂反応」

動画

「原子爆弾と
 原子力発電の違い」

動画

燃料ペレット

　原子力発電と原子爆弾は、ともに核分裂で発生する熱エネルギー
を利用する点は同じですが、しくみは根本的に異なります。
　ウランを用いた原子爆弾は、一瞬のうちに、ほとんどのウラン２３５を
核分裂させ、爆発的にエネルギーを放出させます。そのため、効率よく、
瞬時に核分裂の連鎖反応を引き起こすように、ウラン２３５の割合が
１００％に近いものを使用します。このため、原子爆弾は、核分裂で発
生した複数の中性子が、ウラン２３８などのほかの物質に吸収されず、
それぞれウラン２３５に吸収され、核分裂が次々に起こります。１回の核
分裂で複数の中性子が発生することから、非常に短い時間で核分裂
が連鎖し、増倍することになります。

　一方、ウランを燃料とする原子力発電は、燃料中のウランを一定の割
合で核分裂させ、熱エネルギーを取り出すものです。原子力発電は、燃
料中のウラン２３５の割合が３～５％と低く、中性子を吸収する働きのあ
るウラン２３８が、燃料の大部分を占めています。このような燃料で、一定
の規模で核分裂の連鎖反応が継続されるように、中性子の速度を水な
どの減速材で遅くし、次の核分裂を行いやすくする設計となっています。
　なお、発電用原子炉の使用済燃料から回収されるプルトニウムは、
核分裂をするプルトニウムの比率が60～70％程度であり、発熱性の
同位体や自発核分裂を起こす同位体が含まれることなどから、原子炉
の燃料としては使用できますが、原子爆弾の原料には適していません。

　原子力とは、文字通り「原子の力」を表しますが、大き
なエネルギーを発生させるものとして核分裂と核融合が
あります。
　核分裂は、原子核が分裂することです。核融合は、複
数の原子核が合わさり、一つになることです。このような
大きなエネルギーを発生させる現象のうち、原子力発電
は核分裂の際に発生するエネルギーを発電に利用して
います。
　原子力発電の燃料になる天然のウランには、核分裂し
やすい約０．７％のウラン２３５と、核分裂しにくい約９９．３％
のウラン２３８が含まれています。ウラン２３５には、核分
裂によって熱エネルギーを発生させるという特徴があり
ます。
　ウラン２３５の原子の中心にある原子核に中性子が
あたると、原子核が二つに分裂します。その際に、膨大
な熱エネルギーが発生し、同時に中性子も発生します。
この中性子が別のウラン２３５を核分裂させ、さらに、
それにともなって発生する中性子が別のウラン２３５を
核分裂させる、というように核分裂の連鎖反応が起こり
ます。
　このように連鎖反応が一定の割合で起きている状態
を臨界といいます。また、核分裂の際には、放射性セシウ
ムなどの核分裂生成物も生じます。
　原子力発電所では、ウラン２３５の濃度を３～５％に高
めた濃縮ウランを粉末状の酸化物にし、直径・高さともに
約１０ｍｍ程度の円柱形に焼き固めたペレットを燃料と
して利用しています。
　原子力発電所では、原子炉の中でウラン燃料を核分
裂させ、その際に発生する熱エネルギーを使って水を蒸
気に変え、この蒸気によってタービンを回して発電機で
電気をつくっています。
　タービンを回し終わった蒸気は、海水によって冷やす
ことで、もとの水に戻されます。
　

　原子力発電は、核分裂が増加して原子炉の発電出力
が上昇し、燃料や冷却材の温度が上がっても、ドップラー
効果や密度効果（ボイド効果）といわれる作用によって、

自然に核分裂が抑えられる性質があります。
　さらに、原子力発電では、中性子を吸収する制御棒など
があり、中性子の数をコントロールして、核分裂の割合を常
に一定に保つ設計になっています。

ウラン２３５の原子核に外から中性子が飛び込むと、原子核は不安定な状態になり、分裂して二つ以上の異なる原子核に変わり
ます。このとき、膨大なエネルギーが発生します。核分裂反応の前後で、陽子、中性子の個数の合計は変化しませんが、元の原子の
質量に比べ、新しく発生した原子や粒子の質量の合計は、わずかながら減少しています。これを質量欠損とよびます。
相対性理論によると、原子レベルでは質量とエネルギーは同じものであり、その変換式は、Ｅ＝ｍｃ２（Ｅ：エネルギー、ｍ：質量、

ｃ：定数（光の速度））で表されます。質量欠損は、元の原子が質量として持っていた結合エネルギーの一部が核分裂によって外
部にエネルギーとして放出されるために生じます。このエネルギーのほとんどは、新しく発生した原子や粒子の運動エネルギーと
なりますが、最終的には熱エネルギーとなります。この熱を原子力発電で利用しています。

◆核分裂による熱エネルギー◆ワ ン ポ イ ント 情 報
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原子力発電のしくみ



・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１． 原子炉の種類

２． BWRとPWRの違い

３． 軽水炉の改良

４． 革新軽水炉の開発

■沸騰水型原子炉（BWR）

■加圧水型原子炉（PWR）

出典：原子力・エネルギー図面集より作成

出典：原子力・エネルギー図面集より作成

核分裂によって発生した熱エネルギー
を使って蒸気をつくり、蒸気の力で発電
用のタービンを回して電気をつくります。

原子炉の中でつくった高温高圧の水を蒸気
発生器に送り、原子炉内の水とは別の水を
沸騰させて蒸気をつくり、蒸気の力で発電
用のタービンを回して電気をつくります。

給水ポンプ

循環水
ポンプ

復水器

発電機

原子炉圧力容器

燃料

制御棒 再循環ポンプ

水

水

水

蒸気

タービン

放水口
取水口

圧力抑制室内のプール

原子炉建屋

原子炉格納容器

海水

タービン建屋

使用済燃料
プール

給水ポンプ

循環水
ポンプ

復水器

発電機

原子炉圧力容器

燃料

制御棒

加圧器

水

一次冷却材
ポンプ

蒸気発生器

原子炉格納容器

水

水

蒸気

タービン

使用済燃料
ピット

放水口
取水口

海水

原子炉建屋

タービン建屋

資料提供：三菱重工業（株）

■革新軽水炉「SRZ-1200」

■革新軽水炉「iBR」

資料提供：東芝エネルギーシステムズ（株）

　原子炉には、冷却材として軽水（普通の水）を使う軽水炉
のほかに、重水を使う重水炉、炭酸ガスやヘリウムガスを使う
ガス冷却炉、液体ナトリウムを使う高速炉などがあります。
　日本の商業用の原子力発電所の歴史は、イギリスから導
入したガス冷却炉（ＧＣＲ、Gas-Cooled Reactor）で幕を開け
ました。その後、ガス冷却炉に比べて、コンパクトで建設費が
安く、改良や大型化も期待できる軽水炉へと移行しました。

　現在、日本にある商業用の原子力発電所は、すべ
て軽水炉です。軽水炉は、世界の原子力発電の主流
にもなっている原子炉で、沸騰水型原子炉（ＢＷＲ、Boiling 
Water Reactor）と加圧水型原子炉（ＰＷＲ、Pressurized 
Water Reactor）の二種類に分類されています。
　そのほか、13カ国1機関が参加する第4世代原子力シ
ステム国際フォーラムという国際的枠組みで、持続可能性
や安全性・信頼性などの開発目標を定めて第4世代原子
炉の開発が進められています。

　BWRとPWRは、原子炉格納容器で蒸気を発生させ
て発電用のタービンを回す点や非常時に原子炉を停止
させて冷却させる過程、外部電源や交流電源の構成に
大きな違いはありません。
　BWRとPWRの大きな違いは原子炉にあります。BWR
は原子炉内で蒸気を発生させ、その蒸気を直接タービンに
送って発電しています。PWRは原子炉内で燃料棒に直接
触れる水（一次冷却水）と、そこから熱をもらって蒸気にな
る水（二次冷却水）が分離されている点が特徴です。
PWRは原子炉内でつくった高温高圧の一次冷却水を蒸
気発生器に送り、放射性物質を含まない二次冷却水を蒸
気にし、その蒸気をタービンに送って発電しています。

　日本は、軽水炉の安全性や信頼性、運転性などを国内の
技術によって向上させ、改良型沸騰水型炉（ＡＢＷＲ、
Advanced Boiling Water Reactor）を開発しました。　
　ＡＢＷＲは、ＢＷＲの原子炉圧力容器の外に設置してあ
る原子炉再循環ポンプを圧力容器の中に設置し、ポンプ回
りの配管をなくして単純化した点や、制御棒駆動機構とし
て水圧駆動に電動駆動を加えた点が改良されています。
　ＡＢＷＲは、最新技術と運転経験を踏まえ、数々の優れ
た設計改良を施し、安全性・信頼性の向上、運転性・保守
性の向上、放射線量・放射性廃棄物発生量の低減、経済
性の向上などの特長を備えています。
　２０２４年１２月末現在、ＡＢＷＲを採用している発電所は、
柏崎刈羽原子力発電所６、７号機、浜岡原子力発電所
５号機、志賀原子力発電所２号機の４基です。さらに、
ABWR３基が建設中です。

日本は、革新技術を採用した世界最高水準の安全性を
実現する「革新軽水炉」の開発を進めています。大型軽水
炉を改良して安全性を高め、運転開始の目標時期は２０３０
年代中頃で、既存技術の延長線上にあり成熟度が高く、発
電単価も安価になると期待されています。原子炉が目指す
安全対策には以下の共通点があります。①動的安全と静
的安全を組み合わせた冷却システム、②事故時に放射性
物質の外部放出を抑えるコアキャッチャ、③事故時に放射
性物質の外部放出を抑えるシステムを備えています。
BWRでは、ABWRと同じ基本設計を採用しながら、さら

に安全対策を強化した「HI-ABWR（日立GEニュークリア・

エナジー）」、「iBR（東芝エネルギーシステムズ）」が発表さ
れました。「iBR」では複数の発電機を設置して電源が喪失
する事態を回避する一方で、仮に電源を失っても炉心を冷却
するための「ウルトラコンデンサ」や格納容器を冷やす静的冷
却系を設置し、冷却を継続できるしくみを採用しました。また、
電源喪失時でも静的冷却系の動作時間を最大７日間にわた
り継続できるよう、大容量の冷却水をプールに用意しています。
PWRでは従来の加圧水型軽水炉から安全性を高めた

「SRZ-１２００（三菱重工業）」が発表されています。安全系
設備を強化するとともに、自然災害への耐性とテロ・不測の
事態に対するセキュリティ性能を高めています。事故初期の
迅速な対応と速やかな事故収束を目的として、プラントの状
態に応じて自動で作動し、確実に炉心を冷却する高性能蓄
圧タンクを装備し、格納容器の下部には、溶融デブリを格納
容器内で確実に保持・冷却できるコアキャッチャを設置して
います。これらのパッシブ系システムと、炉心注水システムな
どのアクティブ系システムとの組み合わせにより、安全対策が
多重化されています。さらに万一の重大事故に備えて、格納
容器の破損を防ぐ設備、放射性物質の放出を抑制するた
めの設備などを設置します。そのほか、再生可能エネルギー
の拡大にともなう、電力系統が不安定になりやすい、低負荷
期に余剰電力が発生する、といった課題にも対応し、1日単
位の電力需要変化に合わせて出力を調整したり、秒～分単
位の電力需要の変化に合わせてプラント出力を調整する
「周波数制御運転」も可能にしています。
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１． 小型モジュール炉（SMR、Small Modular Reactor）

２． 高速炉

３． 高温ガス炉

４． その他の研究炉

５． フュージョンエネルギー

■革新炉のロードマップについて

出典：資源エネルギー庁資料より作成

　日本では革新炉（革新軽水炉、小型軽
水炉、高速炉、高温ガス炉など）の検討
が、経済産業省資源エネルギー庁の革新
炉ワーキンググループで議論されていま
す。海外の動向やカーボンニュートラル・エ
ネルギー安全保障を巡る環境変化も踏ま
え、原子力イノベーションを通じて、再生可
能エネルギーとの共存、水素社会への貢
献といった、原子力の新たな社会的価値
を再定義した上で、国内の炉型開発に係
る課題を整理しつつ、その戦略を示した革
新炉開発の技術ロードマップが検討され
ました。各炉の導入に向けた技術ロードマ
ップのほか、右の「原子力サプライチェーン
による市場獲得戦略」が示されています。

再稼働対応を通じ
革新炉開発に向けた投資基盤を確保

既存炉の安定運転に向けた継続的なメンテナンス・長期運転への対応

要素技術の研究開発
商用炉の建設
（※）商用炉実装に向けた国内サプライチェーンの維持・強化

（業界大での供給途絶対策、事業承継支援等）

要素技術の研究開発等　　　　　　　　　　 実証炉の建設（※）

競争力の高いサプライヤーによる海外進出
海外進出可能なサプライヤーの裾野拡大 海外市場における新設・リプレース需要を継続的に取り込み

海外初号機案件（NuScale、BWRX-300）
での機器等の発注 アメリカ・カナダによる第三国展開と連携し、アジア・東欧等の市場を獲得

要素技術の研究開発

海外市場獲得等を通じ、ナトリウム関連機器等の高速炉固有のサプライチェーンの維持
実証炉の建設（※）

もんじゅ等の経験を活かし、海外初号機
案件（Natrium）での機器等の発注 海外標準の獲得、アメリカによる第三国展開と連携し、さらなる市場の獲得

要素技術の研究開発
実証炉の建設
（※）海外市場獲得等を通じ、炉心、ガスタービン等の

高温ガス炉固有サプライチェーンの維持・構築

HTTR等の経験を活かし、海外初号機案件
（イギリス等）での機器等の受注 海外標準の獲得、第三国展開を通じ、さらなる市場の獲得

※事業者の立地・事業計画により変更あり。

既存軽水炉

革新軽水炉

小型軽水炉

高速炉

高温ガス炉

2020年 2030年 2040年 2050年

■国内市場 ■海外市場

写真提供：日立GEニュークリア・エナジー（株）小型軽水炉 BWRX-300 

高速実験炉｢常陽｣  　　　　　　　　　　　　　　　　　写真提供：日本原子力研究開発機構

高温工学試験研究炉「HTTR」  　　　　　　　　　　　　　写真提供：日本原子力研究開発機構

　出典：三井物産戦略研究所資料より作成

■主な原子炉の比較

・核分裂反応に必要な中性子
　を減速させない冷却材を用
　いる
・高速な中性子によって核反
　応が生じる

軽水炉
（第1～３世代炉）

高速炉

溶融塩炉
（第4世代炉）

高温ガス炉

・現在主流の原子炉
・新型炉も逐次発表

ナトリウム、溶融塩
など

溶融塩（フッ化物
塩、塩化物塩など）

ヘリウムガス

軽水
（通常の水）

５００℃
～５５０℃

６００℃
～８００℃

７５０℃
～９５０℃

３００℃
～３５０℃

・燃料リサイクルに適する
・放射性廃棄物の減量化が可能
・運転圧力が低い

・炉心損傷しない
・燃料交換なしで、長時間運転が
　可能
・運転圧力が低い

・炉心損傷しない
・９００℃以上の温度域の熱で水素
　製造が可能

・実績が豊富
・経済性が高い
・サプライチェーンが確立済み
・燃料リサイクルに適する

・炉心損傷
・ナトリウム対策
・メンテナンス技術の確立
・経済性の確立

・高温下の耐腐食性
・メンテナンス技術の確立

・燃料リサイクルに適さない
・経済性の確立

三菱重工
日立GEニュークリアエナジー
東芝エネルギーシステムズ
（アメリカ） TerraPower
（アメリカ） GE Hitachi　　     など

三菱重工
日立GEニュークリアエナジー
東芝エネルギーシステムズ
（アメリカ） Westinghouse
（フランス） EDF　　　　　　　など

（アメリカ） TerraPower
（アメリカ） Kairos Power
（カナダ） Moltex Energy　　など

三菱重工
東芝エネルギーシステムズ
（アメリカ） X-Energy
（イギリス） NNL
（カナダ） USNC　　　　　　　など

炉心損傷

形 式 特 徴 冷却材 運転温度 利 点 課題・リスク 主なメーカー

常温下で固体の塩を冷却材
として使用する

・高温のガスを冷却材に用
　いる
・電源喪失しても炉心損傷が
　原理的に起こり得ない

　温室効果ガスの排出量を低減する｢脱炭素化｣に向け、
原子力分野でも脱炭素化の選択肢として、世界各国にお
いて、革新的な原子力技術への挑戦が繰り広げられてい
ます。安全性の向上、再生可能エネルギーとの共存や、水
素の製造、熱エネルギーの利用といった多様なニーズに応
える原子力技術のイノベーションが進められています。

　原子炉が小型のため自然冷却が可能となり、安全性が
強化されます。また、ほとんどを工場で組み立てることができ
るため、工期短縮や建設コスト削減が可能です。さらに、大

規模なインフラ整備が不要で、需要規模の小さい地域や未
開発地、寒冷地、僻地、離島などでの利用にも適しています。
　開発については、アメリカが先行していますが、近年、日本
企業の研究開発も活発化しています。日本でも２０１９年から、
｢NEXIP（Nuclear Energy×Innovation Promotion）イニ
シアチブ※｣の下で、民間企業などによる革新的な原子力
技術開発の支援が始められています。
※文部科学省と経済産業省が行う事業で、原子力技術を開発する民間企業など
　を支援している。

　高速炉は、核燃料サイクルによって期待される高レベル
放射性廃棄物の減容化や有害度の低減、資源の有効利
用の効果をより高めることができます。
　日本では、１９６３年頃から高速炉の本格的な設計研究が
スタートし、１９７７年には実験炉｢常陽｣、１９９４年には原型炉
｢もんじゅ｣が臨界を達成しました。その後、｢もんじゅ｣に関して
は、２０１６年１２月の原子力関係閣僚会議で、廃止措置へ
の移行となりましたが、同会議にて、日本における今後の高速
炉開発の方向性を示す｢高速炉開発の方針｣も決定され、
将来の実用化を目指し、開発を進めていくこととしています。

　炉心の主な構成材に黒鉛材料を用い、核分裂で生じた
熱を外に取り出すための冷却材に化学的に不活性なヘリ
ウムガスを用いた原子炉であり、炉心の冷却ができない状
況になっても原子炉出力は自然に低下し、炉心溶融を起こ
しにくいという特徴があります。９５０℃の熱を取り出すことが

でき、水素製造などの熱利用に加え、ヘリウムガスタービンに
より４５％以上の効率で発電もできます。
　日本では核熱エネルギーの多目的利用を目的に、日本原
子力研究開発機構において１９６９年より研究・開発が進めら
れ、高温工学試験研究炉｢HTTR｣が建設されました。新規
制基準対応にともない１０年以上、運転を停止していました
が、２０２１年７月３０日に運転を再開しました。現在は、安全性
を実証する試験を進めています。

　世界中の専門家が、世界の将来のエネルギー需要、特に
電力需要の増加に対応できる第4世代の原子力システムの研
究開発を進めています。第4世代原子力システム国際フォーラ
ムが、２００１年より開発国間で研究開発の協力・推進すること
を目的として検討が始まり、以下の６システムを評価しています。
●研究開発中の第４世代原子力システム
　超高温ガス炉（VHTR）、ナトリウム冷却高速炉（SFR）、
　超臨界圧冷却炉（SCWR）、ガス冷却高速炉（GFR）、鉛
　冷却高速炉（LFR）、溶融塩炉（MSR）

　日本政府は、２０２３年４月にフュージョンエネルギーを新た
な産業と捉え、実用化に向けた「フュージョンエネルギー・イノ
ベーション戦略」を決定しました。また、同年６月にはこの戦略
を踏まえ、フュージョンエネルギー分野の今後の取組方針を
含めた「統合イノベーション戦略２０２３」を閣議決定しました。
この戦略は、先端科学技術の戦略的な推進、知の基盤と人
材育成の強化、イノベーション・エコシステムの形成の三つを
機軸とし、フュージョンエネルギーなど、官民連携で推進して

いく九つの分野別戦略を盛り込んでいます。文部科学省は、
「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」の決定を受け、核
融合の未来の可能性を拓くイノベーションへの挑戦的な研究
支援のあり方を検討し始め、「ムーンショット型研究開発制度」
を活用し、社会・産業構造の変革に取り組むべきとしています。
　フュージョンエネルギーは、重水素や三重水素のような軽い
原子核を融合させ、別の重い原子核になるときに発生する
大きなエネルギー（フュージョンエネルギー）を取り出すシス
テムです。燃料のもとになる重水素とリチウムは海水中に広
く存在するため、エネルギーの安定供給が可能です。また、
フュージョンエネルギーで発生する放射性廃棄物は低レベル
放射性廃棄物として管理することができます。
　現在、フュージョンエネルギーの実現に向けて、国際共
同プロジェクト｢ITER計画※｣が進められています。日本・
アメリカ・ロシア・韓国・中国・インドの６カ国と欧州によって
２０３４年の実験炉の運転開始を目指しています。
※平和目的のためのフュージョンエネルギーが科学技術的に成立することを実証するた
　めに、人類初の核融合実験炉を実現しようとする超大型国際プロジェクト
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次世代原子炉の種類
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３． 原子炉を冷却する非常用設備

１． 原子力発電所の構成

２． 原子炉圧力容器内の構成

■沸騰水型原子炉（ＢＷＲ）の燃料集合体・原子炉圧力容器・冷却設備 ■加圧水型原子炉（ＰＷＲ）の燃料集合体・原子炉圧力容器・冷却設備

■沸騰水型原子炉（BWR）と加圧水型原子炉（PWR）の違い

出典：中国電力（株）ホームページなどを参考に作成

沸騰水型原子炉（BWR） 加圧水型原子炉（PWR）

・運転中に、燃料の燃焼度の調整など、ゆるやかな反応度の変化を
　制御するときは、冷却水の流量を調整。

原子炉の制御

・板状の中性子吸収体を十字型に組み合わせたもの。

・炉心の下方から水圧やガス圧によって、燃料集合体と
　燃料集合体の間に挿入。

・長い中性子吸収棒を上部で束ねた構造。

・炉心の上部から重力落下によって、燃料集合体の中の
  案内管（燃料ペレットの入っていない管）の中に挿入。

制御棒と
原子炉スクラム

・原子炉内で直接蒸気をつくるため、蒸気発生器や二次冷却系設備
　は不要。

・炉心を流れる水（一次系）とは別の水（二次系）で間接的に蒸気を 
　発生するため、蒸気発生器が必要。

蒸気発生器

・放射性物質を含む蒸気を直接タービンに流すため、タービン  
　建屋を含め広い範囲で放射線管理が必要。

・放射性物質を含んだ一次系の水は、蒸気発生器より外部には
　流れないため、タービン建屋などでの放射線管理が不要。

タービン建屋での
放射線管理

・原子炉内で蒸気が発生するため、気水分離器、蒸気乾燥器などが
　必要となり、原子炉圧力容器が大型になる。

・原子炉内で蒸気が発生しないため、炉心および原子炉圧力容器が
　小型に設計できる。原子炉圧力容器

・原子炉のほか、主蒸気系配管や原子炉冷却材再循環系配管などを  
　格納。
・原子炉格納容器の下部には、圧力抑制室がある。配管が破断して、
　冷却材が漏洩する事故などが発生した場合、格納容器内に放出さ
　れた蒸気を、圧力抑制室内のプールの中に通すことによって冷
　却し、格納容器内の圧力の上昇を抑制。
・冷却材が失われる事故が発生した場合は、非常用炉心冷却装置の
　水源とする役割もある。

・原子炉のほか、一次冷却系設備や蒸気発生器などを格納。

・事故時に放射性物質を閉じ込める役割もある。
・水素濃度の上昇を防ぐため、窒素の充填や電気を使わずに水素 
　を酸素と結合させて水素を取り除く「静的触媒式水素再結合
　装置」を設置。

原子炉格納容器

東北電力（株）、東京電力ホールディングス（株）、中部電力（株）、
北陸電力（株）、中国電力（株）、日本原子力発電（株）

北海道電力（株）、関西電力（株）、四国電力（株）、九州電力（株）、
日本原子力発電（株）

日本の電力会社の
原子炉型式

構    造

挿入方法

・運転中に、燃料の燃焼度の調整など、ゆるやかな反応度の変化を制御
　するときは、冷却水に混ぜた中性子を吸収するホウ素の濃度を調整。

再循環

原子炉格納容器

制御棒および駆動機構

炉心

格納容器スプレイ装置
格納容器の内壁に取り付
けたドーナツ状の水管から
水をスプレイして、内部を
冷やします。

非常用炉心冷却装置
（ＥＣＣＳ）
炉心の水が減ると、自動的
にドーナツ型の穴のあい
た水管から水をスプレイ
して、燃料を冷やします。

原子炉圧力容器

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

低圧注入ポンプ

低圧炉心スプレイポンプ

高圧炉心スプレイポンプ

ホ
ウ
酸
水
注
入
ポ
ン
プ

ホ
ウ
酸
水
タ
ン
ク

低
圧
注
入
系

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

格納容器スプレイポンプ

再循環
ポンプ

圧力抑制室内のプール

復水貯蔵タンクから

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
系

蒸気 タービンへ

給水

格納容器スプレイ装置
格納容器の圧力が上昇し
た場合、格納容器内の上部
から水をスプレイして、内部
の圧力上昇を抑えます。

非常用炉心冷却装置
（ＥＣＣＳ）
原子炉圧力容器内部の状
況に応じ、蓄圧注入系、高圧
注入系、低圧注入系を用い
て炉心に水を注入します。

炉心

原子炉
圧力容器

一次冷却材
ポンプ

蒸
気
発
生
器

制御棒および
駆動機構

蓄圧注入系

加圧器

低圧注入ポンプ

高圧注入ポンプ高圧注入系

低圧注入系

蒸
気
発
生
器

格納容器
スプレイポンプ

燃料取替用
水タンク

一次冷却材
ポンプ

原子炉格納容器

タービンへ

給水

出典：原子力・エネルギー図面集出典：原子力・エネルギー図面集

●ＥＣＣＳ（非常用炉心冷却装置）と格納容器スプレイの例●原子炉圧力容器断面図●燃料集合体 ●ＥＣＣＳ（非常用炉心冷却装置）と格納容器スプレイの例●原子炉圧力容器断面図●燃料集合体

蒸気出口

給水入口
（冷却材
   入口）

再循環水
入口

再循環水
出口

制御棒
燃料

蒸気

制御棒駆動機構

シュラウド

制御棒
燃料

制御棒駆動機構

冷却材入口
（低温）

冷却材出口
（高温）

制御棒クラスタ

制御棒
燃料棒

スプリング
上部ノズル

支持格子

燃料棒

B B’

下部ノズル

制御棒

燃料棒

B～B’断面図

燃料被覆管
（ジルコニウム合金）

ペレット

ペレット

約8mm

約10mm

約21cm

約4.2m

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

ハンドル

支持格子

外部スプリング

チャンネルボックス

タイプレート

燃料棒

A～Á 断面図

燃料棒

燃料棒

スプリング

ペレット

燃料被覆管
（ジルコニウム合金）

ペレット

約10mm

約10mm

ウォーターロッド

制御棒

チャンネルボックス

A Á

約14cm

約4.5m

BWR・PWR共通

BWR・PWR共通　原子炉を完全に止めるときは、中性子を吸収する働きをもつ制御棒を一斉に原子炉の中に挿入。
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【原子炉建屋】
　原子炉建屋は、原子炉圧力容器およびこれを納め
る原子炉格納容器などから構成されています。地震の
影響を少なくするため、硬い岩盤の上に直接建てられ
ています。
【使用済燃料プール】
　使用済燃料は、核分裂により生まれた核分裂生成物
から崩壊熱が発生するため、使用済燃料プールに入れ、
プールの水で冷却されています。
【原子炉圧力容器】
　ウラン燃料の核分裂を制御しながら、発生する熱を取り
出す水と蒸気の高い圧力に耐える鋼鉄製の容器です。
火力発電所のボイラーに相当します。

【燃料集合体】
　燃料のペレットを被覆管という長さ４ｍほどのジルコ
ニウム合金製のさやに密封して燃料棒とし、それらを
数十本から数百本束ねた燃料集合体が原子炉の中

に装荷されています。燃料集合体の大きさや装荷される
燃料集合体の数は、原子炉の種類や発電出力によっ
て異なります。
　また、ウラン燃料は、発電に約３年間利用され、約１年
に１回の定期検査の際に新たな燃料と交換されます。
一度に交換するのは、炉心全体の３分の１から４分の１
ほどです。
【制御棒と出力制御】
　制御棒を出し入れすることで、核分裂の量を調整して
発電出力を制御することができます。核分裂で発生した
中性子が、ウラン２３５の原子核にあたって、次々に核分
裂を起こすため、制御棒には、中性子を吸収しやすいホ
ウ素やカドミウムなどの物質が含まれています。不具合
が生じた場合でも、対処できるように多数の制御棒が備
えられています。
【原子炉冷却材】
　炉心は、燃料と制御棒などで構成され、水で満たされ
ています。
　水は、核分裂によって発生した熱を炉心から外部へ取
り出す冷却材と、核分裂でウランやプルトニウムから発生
した中性子の速度を遅くし、次の核分裂を起こしやすくす
る減速材としての役割を果たしています。

【非常用炉心冷却装置（ＥＣＣＳ、Emergency Core
 Cooling System）】
　原子炉内にある冷却材（水）を注入する配管が破断し

た場合に、非常用炉心冷却装置（ＥＣＣＳ）という安全シス
テムが作動します。原子炉内の燃料は、核分裂の連鎖反応
が停止した後も、まだ核分裂生成物から発生する熱（崩
壊熱）が残っています。その熱で、原子炉の冷却材が失
われないように、ＥＣＣＳが作動し、冷却されます。

原子力発電所の構成
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２． 安定的な燃料の供給

３． 地球温暖化抑制に優れた電源

４． 他の電源と遜色のない経済性

５． 原子力施設の事故の影響

１． 原子力発電のメリットと課題■ウラン資源の埋蔵量（２０２１年１月現在）

出典：NEA-IAEA「Uranium 20２２」より作成

出典：資源エネルギー庁資料

■優れた効率性と安定供給性
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出典：（一財）電力中央研究所「日本の発電技術のライフサイクルCO2排出量総合評価 2016年7月」より作成

（　   ）PWR:2０
BWR:19

■各種電源別のライフサイクルCO2排出量※１

出典：資源エネルギー庁資料より作成

■各電源の発電コスト（２０２１年試算）

※1 発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から発電設備などの建設・燃料輸送・
　　精製・運用・保守などのために消費されるすべてのエネルギーを対象として
　　CO2排出量を算出

※2　原子力については、現在計画中の使用済燃料国内再処理・プルサーマル
　　　利用（1回リサイクルを前提）・高レベル放射性廃棄物処分・発電所廃炉な
　　どを含めて算出したBWR（19g-CO2/kWh）とPWR（20g-CO2/kWh）の
　　結果を設備容量に基づき平均

南アフリカ ５％

オーストラリア
２８％

カザフスタン
1３％

ロシア
8％

カナダ
１０％

中国 4％

アメリカ １％

ウクライナ 2％

モンゴル 2％

ウズベキスタン 2％

ボツワナ １％

タンザニア １％

ブラジル 5％

二ジェール 5％

そのほか ５％

確認可採埋蔵量
6０８万ｔＵ

（１３０ドル/ｋｇＵ以下）

100万kW級発電所の年間発電量を
代替する場合に必要な燃料

国内在庫日数

原子力
（濃縮ウラン） 21トン

天然ガス 950,000 トン

石油 1,550,000 トン

石炭 2,350,000 トン

原子力
（ウラン）※1 約2.9 年分

天然ガス※2 約20日分

石油※3 約200日分

石炭※4 約29日分

100万kW級発電所と同量の
発電量を得るための施設面積

原子力 約0.6㎢

火力 約0.5㎢

太陽光 約58㎢

風力 約214 ㎢
※山手線の内側の
   面積が約63㎢

※1 2016年電力中央研究所「原子燃料の潜在的備蓄効果」より
※2 2020年JOGMEC「天然ガス・LNG在庫動向」より算出
       （ガス発電用在庫に加え、都市ガス用在庫も含む）
※3 資源エネルギー庁「石油備蓄の現況」より算出
      （電力会社の発電用在庫に加え、運輸用燃料なども含む）
※4 資源エネルギー庁「電力調査統計」2019年度火力発電燃料実績（年度末貯蔵量）より算出
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原子力のメリットと課題
１．原子力のメリット
　・発電時に温室効果ガスを排出しない
　・気象条件などによる発電電力量の変動がない
　・凖国産エネルギー源として、安定供給できる
　・発電コストと統合コストがともに低い

２．原子力の課題
　・社会的信頼の回復
　・安全性向上、核セキュリティの追求
　・廃炉や放射性廃棄物処分などの問題への対処
　・エネルギー源として原子力の活用を継続するための
　 高いレベルの原子力人材・技術・産業基盤の維持、強化
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　原子力のメリットは、発電時に温室効果ガスを出さず、準
国産エネルギー※として安定供給できることです。また、再生
可能エネルギーなどの気象条件に左右される変動電源が
増えれば、需給調整のための火力発電や揚水発電のコス
トが高まります。こうした電源を電力システムに受け入れるコ
ストを「統合コスト」と呼びますが、原子力発電は、発電する
ためのコストと統合コストがともに低い特徴があります。
　原子力の課題としては、これまでに発生した原子力施
設の事故などによる社会的な信頼回復、高レベル放射性
廃棄物処分などへの対処、原子力発電を活用するため
の人材・技術・産業基盤の維持、強化などがあります。
※原子力発電は、一度輸入すれば核燃料サイクルにより長く使用できること、発電コスト
　に占める燃料費の割合が小さいことなどから、「準国産エネルギー」と位置付けられて
　います。

　原子力発電の燃料になるウランも、石油や石炭、天然ガ
スなどと同様に海外から輸入されています。ウランは、石油
や天然ガスにみられるような中東などの特定地域への偏
在がなく、世界各地に分布しています。
　日本では、長期にわたってウランを安定して確保できるよ
う、供給国の多様化を図るとともに、それぞれの供給国と長
期契約を結んでいます。
　また、ウランはエネルギー密度が高く、同じ量の電気をつ
くるために必要な燃料が、石油や石炭、天然ガスなどに比
べて桁違いに少ない量で済みます。このため、輸送や貯蔵
が便利であるという特徴もあります。
　２０２４年１２月末現在、日本では、国家備蓄と民間備蓄など
で２４８日分の石油が備蓄されています（出典：資源エネルギー
庁）。また、天然ガスは備蓄を保持していくことが難しいため、
供給が途絶えることがないようにする必要があります。これに対
し、原子力発電所では、ウラン燃料を一度、原子炉の中へ入
れると、１年間以上は燃料を取り替えずに発電できるので、そ
の期間は燃料を備蓄しているのと同じような効果があります。
　このように原子力は、燃料投入量に対するエネルギー出
力が圧倒的に大きく、数年にわたって国内保有燃料だけ
で電力の生産を維持することができます。 

　地球温暖化の原因といわれる温室効果ガスには、二
酸化炭素（ＣＯ２）やメタン、亜酸化窒素（Ｎ２Ｏ）などがあ
り、日本で排出される温室効果ガスの９０％以上がＣＯ２となっ
ています。ＣＯ２は、主に石油や石炭、天然ガスなどの化石
燃料を燃やすことで発生します。
　化石燃料を使う火力発電は、発電の過程でＣＯ２を排出しま
す。一方で、ウラン燃料の核分裂で発生した熱エネルギ－を利
用する原子力発電は、発電の過程でＣＯ２を排出しません。
　原材料の採掘や輸送、発電所の建設・運転などに消費
されるエネルギーを含めても、原子力発電によって排出され
るＣＯ２は、太陽光発電や風力発電と同様に少なく、地球温
暖化防止の観点で優れた発電方法の一つです。

　２０２１年９月、国の総合資源エネルギー調査会基本政策
分科会で、２０３０年に新たな発電設備を更地に建設・運転
した際のｋＷｈ（キロワットアワー）当たりのコストが一定の前
提で機械的に試算されました。各電源の発電コストは右図
のとおりです。原子力の発電コストの試算は、設備や運転の

維持費、燃料費などの発電原価だけでなく、廃炉や放射性
廃棄物の処分を含む核燃料サイクルの費用など、将来発生
するコストが含まれています。さらに、損害賠償や除染を含む
事故時の対応や電源立地地域対策交付金や研究開発費
などの経費も織り込まれています。
　２０３０年エネルギーミックスが達成された状態から、さらに
各電源を微少追加した場合に、電力システム全体に追加
で生じるコストを計算し、便宜的に、追加した電源で割り戻し
てｋＷｈ当たりのコストを算出すると、原子力の発電コストは、
１ｋＷｈ当たり１４.５円となっています。これは、事業用太陽
光の１９.９円、陸上風力の１８.９円、LNG火力の１０.３円、
石炭火力の１３.７円など、ほかの電源と比べても遜色のな
い水準です。
　なお、原子力発電は、発電コストに占める燃料費の割合
が、火力発電より小さく、燃料価格の変動による影響を受
けにくいという特徴をもっています。

　これまでに発生した主な原子力施設の事故には、１９７９年の
アメリカ・スリーマイル島原子力発電所の事故や１９８６年の
旧ソ連・チョルノービリ原子力発電所の事故、１９９９年の日本
のＪＣＯウラン燃料加工施設の臨界事故、そして、２０１１年の
福島第一原子力発電所の事故などがあります。
　これらの事故は、健康や環境、社会的および経済的な影
響を及ぼしました。健康への影響とは、被ばくにより国民の生
命、健康が損なわれることです。環境への影響とは、放射性
物質の放出によって土壌や海洋などが放射性物質で汚染さ
れることです。社会的な影響とは、被ばくを低減するために住
民などが避難を余儀なくされることや、放射線による健康影
響に対して不安を感じること、農畜産物などの風評被害が発
生することです。また、経済的影響とは、放射性物質を除去
する除染や損害賠償などで多額の費用がかかることです。
　福島第一原子力発電所の事故では、このなかでも社会
的、経済的な影響の大きさが衝撃を与えました。
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１． 原子燃料サイクルのしくみ

２． 原子燃料サイクル事業の状況

■原子燃料サイクル

ウラン鉱石 写真提供:日本原燃（株）
イエローケーキ 写真提供:日本原燃（株）

【転換】
濃縮のために、イエローケーキを
六フッ化ウラン（ＵＦ６：５６．５℃で
固体から気体へ昇華）にします。
日本は、この工程を海外に委託し
ています。

出典：電気事業連合会「原子力コンセンサス2024」より作成

核分裂しやすい
ウラン235

核分裂しにくい
ウラン238

核分裂生成物
（核分裂によりできた物質）

〈発電前〉 〈発電後〉

再
利
用
可
能（
95
〜
97
％
）

プルトニウム

95～97%

3～5%

93～95%

3～5%
1%
1%

■発電によるウラン燃料の変化（例）

■原子燃料サイクル
　施設の位置

出典：原子力・エネルギー図面集

※1 MOX（Mixed Oxide）燃料：プルトニウムとウランの混合燃料
※2 使用済MOX燃料についても、使用済ウラン燃料と同じように再処理する方針 

二酸化ウラン
（UO2）

二酸化ウラン
（劣化ウラン）

六フッ化ウラン
（UF6）

六フッ化ウラン
（UF6）

ウラン濃縮工場MOX燃料※1工場

転換工場

再転換工場

回収ウラン再処理工場

再利用
（回収ウラン・プルトニウム）

イエローケーキ

製錬工場

高レベル放射性廃棄物

高レベル放射性廃棄物
貯蔵管理施設

高レベル放射性廃棄物
処分施設

使用済燃料
中間貯蔵施設

使用済燃料

使用済燃料

低レベル放射性廃棄物埋設施設

低レベル放射性廃棄物

ウラン燃料

MOX燃料※1

ウラン鉱山
天然ウラン鉱石

原子力発電所
（軽水炉）

ウラン燃料加工工場

提供：日本原燃（株）

【濃縮】
ウラン２３５の濃度を天然の状態の約０．７％か
ら、軽水炉での使用に適した３～５％に高めま
す。気体状態の六フッ化ウラン（UF₆）を高速
回転中の遠心分離機に入れると、遠心力に
より重いウラン238が外側に、軽いウラン
235が内側に分離されます。
日本では、青森県六ヶ所村にある日本原燃
（株）が濃縮事業を行っていますが、国内需要
の大半は、海外に委託しています。

【再転換】
燃料として成型加工するために、六
フッ化ウラン（ＵＦ６）を酸化物（ＵＯ２：
二酸化ウラン）にします。日本では、
茨城県東海村にある三菱原子燃
料（株）が再転換事業を行っていま
すが、海外にも委託しています。

【成型加工】
二酸化ウラン（ＵＯ２）の粉末を焼き固めて
ペレットとし、燃料集合体に加工します。
日本では、この工程の大半を国内のウラ
ン燃料成型加工会社が行っています。

【製錬】
鉱山からウラン鉱石を採掘して、
化学処理を行い、八酸化三ウラ
ン（Ｕ３Ｏ８）を取り出します。この
ときの状態をイエローケーキとい
います。さらに不純物が取り除か
れます。日本では、この工程を海
外に委託しています。

　原子燃料サイクルとは、原子力発電で使い終えた燃
料から核分裂していないウランや新たに生まれたプルト
ニウムなどをエネルギー資源として回収し、再び原子力
発電の燃料に使うしくみです。
　原子力発電の燃料になるウランは、ウラン鉱石として
鉱山から採掘されます。このウラン鉱石には、核分裂し
やすいウラン２３５が約０．７％、核分裂しにくいウラン２３８
が約９９．３％含まれています。
　これを発電に使いやすいようにウラン２３５の濃度を高
めるなど、さまざまな工程（製錬→転換→濃縮→再転換
→成型加工）を経て、燃料集合体に加工して、原子炉
の中に入れ、発電を行います。
　ウラン２３５の原子核に中性子をあてると核分裂し、核
分裂生成物の生成とともに中性子を放出し、同時に熱
エネルギーが発生します。発電では、主にこの熱エネル
ギーが利用されています。
　一方、ウラン２３８は、ほとんどが核分裂をせず、中性子を

吸収して核分裂しやすいプルトニウム２３９に変わります。
　発電の燃料は、３年程度使われた後に取り出されま
すが、使用済燃料には、核分裂せずに残ったウラン２３５や
ウラン２３８、そして新たに発生したプルトニウム２３９が
合わせて９５～９７％含まれています。
　このウラン・プルトニウムを再処理（P.４１参照）という工程
で回収し、混合酸化物燃料（ＭＯＸ燃料、Mixed Oxide 
Fuel）とすれば、再び原子力発電所で使用（プルサー
マル）することができます。
　

　原子燃料サイクル事業は、日本原燃（株）（ＪＮＦＬ、
Japan Nuclear Fuel Limited）が中心となって青森
県六ヶ所村で進められています。１９９２年３月にウラン
濃縮工場、１９９２年１２月に低レベル放射性廃棄物埋
設センター、１９９５年４月に高レベル放射性廃棄物貯蔵
管理センターが、それぞれ操業を開始しています。
　なお、ウラン濃縮工場は、年間１,０５０トンＳＷＵ（ＳＷＵ：
ウランの濃縮に必要な仕事量を表す単位）の規模で操
業を行っていましたが、新型遠心分離機への置き換え工
事のために一旦操業を停止しました。その後、従来の遠
心分離機を順次、新型の遠心分離機に置き換え、２０１３年
５月までに年間７５トンＳＷＵの生産運転を実施しました。さ
らに安全性向上工事や新型遠心分離機への更新工事、
濃縮事業における品質保証活動の改善を図り、２０２３年
８月に生産運転を再開しました。
　ＪＮＦＬの再処理工場は２０２６年度中のしゅん工に向けて
工事中、MOX燃料工場は２０２７年度のしゅん工を目指して
建設工事が進められています。
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１． 再処理の工程 ２． 再処理工場の現状

３． ＭＯＸ燃料の使用

４．  使用済燃料の中間貯蔵

５． 使用済燃料などの輸送

■MOX燃料

91～96％ 95～97％

3～5％4～9％

プルトニウム 核分裂しにくいウラン（ウラン 238）など

ウラン燃料（軽水炉）MOX燃料（軽水炉）

核分裂しやすいウラン（ウラン 235）

出典：原子力・エネルギー図面集

リサイクル燃料備蓄センター（青森県むつ市） 　写真提供：リサイクル燃料貯蔵（株）

■使用済燃料の中間貯蔵方式例
[湿式]プール貯蔵方式

封じ込め 封じ込め

プール冷却浄化系

建屋 建屋

遮へい

プール水

燃料貯蔵ラック

使用済燃料

使用済燃料

バスケット
一次蓋

二次蓋

ポンプ

除熱

除熱

空気 空気

除熱

除熱

浄化

[乾式]金属キャスク貯蔵方式

い
へ
遮

出典：原子力・エネルギー図面集

東海第二発電所使用済燃料
乾式貯蔵施設（茨城県東海村）

　写真提供：日本原子力発電（株）

電気事業連合会

「使用済燃料の
 貯蔵方法（湿式と乾式）」

動画

■再処理の工程

出典：日本原燃（株）HPより作成 

ウラン・プルトニウム
混合酸化物製品

プルトニウム
精製

ウラン酸化物製品ウラン
精製

ウランと
プルトニウム
の分離

使用済燃料

キャスク

キャスク

受入れ・貯蔵 せん断・溶解 分　　離 精　製 脱硝 製 品 貯 蔵

ウラン プルトニウム 核分裂生成物（高レベル放射性廃棄物） 被覆管などの金属片

核分裂
生成物の
分離

被覆管など

ガラス固化して
安全に保管

容器に入れて
貯蔵庫で安全に保管

【受入れ・貯蔵】
再処理工場へ運び込まれた使用済燃料は、輸送容器

（キャスク）から取り出され、燃料貯蔵プールで冷却・貯蔵
されます。
【せん断・溶解】
硝酸を入れた溶解槽に細かく切断した使用済燃料

を溶かし、燃料部分と被覆管部分に分別します。燃料
を溶かした硝酸溶液は分離工程へ送られ、溶け残っ
た被覆管などの金属片は固体廃棄物として処理され
ます。
【分離】
硝酸溶液をウラン・プルトニウムと核分裂生成物に分離

します。さらに、ウランとプルトニウムも分離し、精製工程へ
送られます。
この工程で分離された核分裂生成物を含む廃液を
高レベル放射性廃棄物といいます。これらは溶融炉の
中で融かしたガラスと混ぜ合わせ、ステンレス鋼製容器
（キャニスタ）に流し込み、冷やし固められます（ガラス固
化体）。
【精製】
ウラン溶液およびプルトニウム溶液の中に含まれている
微量の核分裂生成物を取り除いたものが脱硝工程へ送ら
れます。
【脱硝・製品貯蔵】
精製されたウラン溶液、ウラン・プルトニウム混合溶液か

ら硝酸を蒸発・熱分解させ、ウラン酸化物粉末とウラン・プ
ルトニウム混合酸化物粉末（ＭＯＸ粉末）にします。それ
ぞれの粉末は、燃料加工施設などに運ばれるまで貯蔵さ
れます。

再処理は、原子燃料サイクルの要となる工程です。国
内では、これまでに核燃料サイクル開発機構（現：国立
研究開発法人日本原子力研究開発機構 JAEA、Japan 
Atomic Energy Agency）の東海再処理施設での実績があ
り、現在、日本原燃（株）が、日本初の商業用再処理工場（年
間最大再処理能力８００トン・ウラン）の建設を進めています。
２００６年３月よりアクティブ試験（実際の使用済燃料を
使った総合試験）が実施され、最大処理能力での性能確
認などの事業者が行うすべての試験が２０１３年５月に終了
しました。現在、しゅん工に向けて、最終的な安全機能や機器
設備の性能を確認しています。
なお、再処理工場のしゅん工にあたっては、２０１３年１２月
に施行された「核燃料施設等の規制基準」（原子力規
制委員会策定）に適合する必要があります。
２０１４年１月に日本原燃（株）は、原子力規制委員
会に対して新規制基準への適合性の確認申請を行っ
ており、２０２０年７月２９日に新規制基準に適合していると
の許可を受けました。

再処理によって使用済燃料から回収したプルトニウムと、
ウランを混ぜてＭＯＸ燃料をつくり、現在の原子力発電所
（軽水炉）で再利用することをプルサーマルといいます。
プルトニウムは、原子炉内でウラン２３８が中性子を吸
収して生成されるため、ＭＯＸ燃料を使用しない場合にお
いても原子力発電の過程で生産利用されています。
ウラン燃料を利用している軽水炉でも発電量の約３分
の１は、プルトニウムの核分裂による発生エネルギーが

担っています。プルサーマルの安全性については、１９９５
年に原子力安全委員会（当時）によって、ＭＯＸ燃料の割
合が３分の１程度までであれば、ウラン燃料のみを使う場合
と同様に扱えることが確認されています。
なお、使用済MOX燃料についても、使用済ウラン燃料と
同じように再処理する方針で、国内外で再処理された実績
があり、技術的には可能とされています。
原子力事業者は、２０３０年度までに少なくても１２基の原
子炉でプルサーマルの実施を目指し、最終的には１６～１８基
の原子炉でプルサーマルの導入を図ることとしています。

原子力発電所で使い終えた使用済燃料は、再処理する
ために再処理工場へ運び出されますが、それまでの間は、原
子力発電所の敷地内で安全に管理・貯蔵されています。
使用済燃料を貯蔵する方式には、水の入ったプールの

中に貯蔵する方式（湿式）と鋼鉄製容器（金属キャスク）に
入れて貯蔵する方式（乾式）の二種類があります。
２００５年１１月に、東京電力ホールディングス（株）と日本原
子力発電（株）が青森県むつ市に設立したリサイクル燃料貯
蔵（株）によって、２０１０年８月から乾式貯蔵方式の中間貯
蔵施設（リサイクル燃料備蓄センター）の工事が開始され、
２０１３年８月に燃料貯蔵建屋３,０００トン分が完成しました。
中間貯蔵施設の操業開始にあたり、原子力規制委員会

に新規制基準への適合性の確認申請が行われ、２０２０年
１１月に認可されました。２０２４年９月に東京電力ホール
ディングス（株）柏崎刈羽原子力発電所から使用済燃料を
収納した金属キャスク1基を搬入し、同年11月に使用前確
認証を受領し事業を開始しました。
貯蔵には、専用の金属キャスクが使用されます。金属キャ

スクは、使用済燃料の放射性物質を閉じ込めたり、放射線を
遮へいしたり、核分裂の連鎖反応による臨界を防止する機
能があります。また、発生する熱を取り除くこともできます。
再処理工場へ運び出されるまでの間、使用済燃料が入っ

た金属キャスクは、コンクリート製の建屋で貯蔵されます。
３,０００トン分の貯蔵建屋には、最大２８８基の金属キャスク
を貯蔵でき、建屋の使用開始から、５０年間貯蔵することと
なっています。最終的な貯蔵量は、５,０００トンで、そのうち東
京電力ホールディングス分として４,０００トン程度、日本原子力
発電分として、１,０００トン程度の貯蔵が計画されています。
また、２０２３年８月、中国電力（株）は山口県上関町の所
有地において中間貯蔵施設に係る調査・検討の実施を山
口県上関町に申し入れ了承を受けました。中国電力（株）
は立地可能性を確認するとともに、計画の検討に必要な
データを取得するための調査を同月から開始しています。

ウランやプルトニウムなどを含む核燃料物質や放射性物
質の輸送は、国際原子力機関（IAEA）の安全輸送規則を
取り入れた基準に沿って進められます。
対象となるものは、原子力発電所で使用する新燃料や、
使用済燃料のほか、イギリスやフランスに委託した使用済燃
料の再処理にともない発生し、日本へ返還されるガラス固化
体などです。これらは、核燃料物質の種類や量に応じた専
用の輸送容器に入れられ、トラックやトレーラー、専用の輸送
船で輸送されます。
発電に使い終わった使用済燃料を海外の再処理工場

や原子力発電所の敷地外にある使用済燃料中間貯蔵施
設へ輸送する際には、主に海上輸送されます。
輸送容器については、臨界を起こさないこと、放射性物質を
密封すること、放射線を遮へいすること、発生する熱を除去す
ることなどの機能が必要です。そのため、落下試験、耐火試
験、浸漬試験などでも健全性を保てることが必要になります。
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１． 高レベル放射性廃棄物の処分

２． 高レベル放射性廃棄物の管理状況

３． 科学的特性マップの提示

４． 文献調査の位置づけ

５． 文献調査の目的と調査する項目

「高レベル放射性廃棄物の
バリアシステム」

電気事業連合会

動画

■高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の貯蔵概念図

　出典：日本原燃（株）パンフレットより作成

冷却空気出口

冷却空気入口

貯蔵ピット
ステンレス鋼製容器（キャニスタ）

■高レベル放射性廃棄物の地層処分

出典：電気事業連合会
　　　パンフレットより作成

地下
300m
以深

ガラス固化体

 オーバーパック
（厚い金属製容器）
厚さ約20cm

ガラス固化体

緩衝材（水を通しにくい粘土）
厚さ約70cm

高レベル放射性
廃棄物は、地下
深部の安定した
岩盤に処分

■文献調査の進め方

地域データで把握される鉱山跡地石炭、ガスなどの資源

地域データで把握される詳細な火山の分布

●文献調査は、地質図や鉱物資源図などの地域固有の文献・データをもとにした机上調査（ボーリングなどの現地作業は行わない）

◆既存の公開された全
　国データを利用。
◆一定の要件・基準に
　従って、全国地図の
形で示したもの。

◆全国データに加えて、
　地質図などの地域固
　有の文献・データを
　利用。
◆明らかに処分場に適
　当でない場所を除外。

科学的特性マップ（全国一律に評価） 文献調査（地域の文献・データによる調査）

シルバー

グリーン

オレンジ

オレンジ

グリーン沿岸部

海

地域データで把握される活断層などの分布活断層

火山など
出典：原子力発電環境整備機構資料
　　より作成

■科学的特性マップ

■処分事業の流れ

地層処分の仕組みや日本の地層環境などについて理解を深めてもら
うために、２０１７年７月に｢科学的特性マップ｣が公表されました。

※グリーンの地域であっても、個々の地点が地層処分に必要な条件を満たすかどうかは、
　段階的な処分地選定調査を綿密に実施し、確かめる必要があります。

地域の科学的特性を四つの色で色分け
◆ オレンジ：火山や活断層に近い　など
◆ シルバー：地下に鉱物資源がある
◆ グリーン：好ましい特性が確認できる可能性が高い
◆ 濃いグリーン：グリーンの中でも海岸から近い

出典：資源エネルギー庁資料、原子力発電環境整備機構資料より作成

科学的特性マップの詳細はコチラから

［天然バリア］
●火山や断層活動などの影響を考慮し、
　安定した地層を選ぶ。
●地下300mより深い安定した岩盤を
　選ぶ（酸素が少ないため金属が
　錆びにくく、地下水の動きも
　非常に遅い）。

［人工バリアの例］
●ガラス固化体をオーバーパック
　（厚い金属製容器）に入れ、
　さらに緩衝材（水を通しにくい粘土）で
　覆って埋設する。

処分の開始文献調査

国が地域の科学的な
特性をマップで提示 重点的な理解活動

法律に基づく処分地選定調査

複数地域に対し国からの申し入れ
自治体からの応募

概要調査 精密調査 施設建設

地域の意見を聴く（意見に反して先へ進まない）

再処理工場では、原子力発電所の使用済燃料から再
利用できるウランやプルトニウムを回収した後に、核分裂生
成物を主成分とする放射能レベルの高い廃液が残ります。
この廃液は、高温で融かしたガラス原料とともにステンレ
ス鋼製容器（キャニスタ）に入れ、冷やして固め、ガラス固化
体とされます。これが、高レベル放射性廃棄物です。
日本では、ガラス固化体を３０～５０年程度、一時貯蔵し
て冷却した後、最終的に地下３００ｍより深い安定した地層
中に処分することを基本方針としています。高レベル放射性
廃棄物の放射能レベルが十分低くなるまで、数万年以上に
わたり人間の生活環境から遠ざけ、隔離する必要があり、
その最も確実な方法として地層処分が採用されました。
ガラスは水に溶けにくく、化学的に安定しているため、
長期間にわたって放射性物質を閉じ込めるのに優れて
います。地下深い層は、石油や石炭、鉄などの鉱床が
何百万年、何千万年にわたって安定した状態で保存され
てきました。また、酸素濃度が低く、地下水の動きもゆっくり
しているため、金属の腐食はほとんど進行しません。こうした
安定した岩盤などの｢天然バリア｣と、厚い金属製容器や

緩衝材（粘土）といった「人工バリア」を組み合わせた｢多
重バリア｣を構築して、安全に処分をすることとしています。
ガラス固化体は製造後、１,０００年間で放射能が９９．９％
以上減少し、数万年後には、そのもとになった燃料の
製造に必要な量のウラン鉱石（ガラス固化体１本あたり
約６００トン）の放射能と同程度になります。
国際原子力機関（ＩＡＥＡ）が策定した「使用済燃料管
理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条約」では、放
射性廃棄物は発生した国で処分するべきと示されており、
各国とも自国で発生した放射性廃棄物は自国内で処分す
ることが原則となっています。日本も２００３年１１月に、この国
際条約を批准し、国内で処分することを前提とした「特定放
射性廃棄物の最終処分に関する法律」を制定しています。

２０２３年３月末時点のガラス固化体貯蔵量に、それまでに
発生している原子力発電の使用済燃料をガラス固化体に換
算した量を加えると、約２万７,０００本相当となります。
１９９５年に事業を開始した日本原燃（株）（ＪＮＦＬ）の高
レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター（青森県六ヶ所村）
の貯蔵容量は、ガラス固化体２,８８０本です。日本原燃（株）
再処理工場での発生分と、これまで再処理を委託してきた
フランスやイギリスからの返還分が貯蔵・管理されています。
さらに、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

（ＪＡＥＡ）の再処理廃止措置技術開発センター（茨城県
東海村）で、ガラス固化体が貯蔵・管理されています。
将来発生する量を勘案して４万本以上のガラス固化

体を埋設できる施設が計画されています。
〈２０２４年３月末時点の管理状況〉JNFL２，１７６本
（再処理工場分３４６本、返還分１，８３０本）、JAEA３５４本

　火山や活断層、地下深部の地盤の強度、地温の状況
など、地層処分に関する地域の科学的特性について、既
存の全国データをもとに一定の要件・基準に従って客観的
に全国地図を４色に色分けした「科学的特性マップ」が
２０１７年７月に提示されました。
　科学的特性マップを提示することで、全国各地の科学
的特性が分かりやすく示されましたが、これはあくまでも科
学的な情報を客観的に提供するものです。
　処分場所を選定するまでには、科学的特性マップに含ま
れていない要素も含めて、「文献調査」やボーリングなどによ
る「概要調査」、地下施設での「精密調査」がおよそ２０年を
かけて段階的に実施されます。今回の科学的特性マップで
は、これまでに確認されている一定規模以上の約６００の活
断層を反映していますが、現時点では確認されていない活
断層が存在する可能性やその影響なども詳しく調査・評価さ
れることになります。

　「科学的特性マップ」の提示後、原子力発電環境整
備機構（ＮＵＭＯ）と国によって最終処分の必要性やそ
の選定プロセスなどへの理解を深めていくための取り組
みや情報提供が進められています。
　最終処分事業について関心を示す市町村があれば、市町
村の住民が地層処分事業についての議論を進めるための資
料として役立てられるよう、全国規模の文献やデータに加えて、
より地域に即した地域固有の文献やデータが調査・分析され
たうえで提供されます。これが「文献調査」です。
　この調査は、事業についてさらに知ってもらうとともに、さらな
る調査を実施するかどうかを検討してもらうための材料を集め
る事前調査という位置づけであり、処分場の受け入れを求め
るものではありません。文献調査が終了した後、改めて地域の
意見を聴き、先へ進むかどうかを判断することになっています。

　文献調査の目的は、高レベル放射性廃棄物の最終処
分の検討のため、対象地域の学術論文や詳細な地質図
など、地域に関する資料やデータを調べ、分かる範囲で地
下の状況を把握することです。これは文献を使った机上調
査であって、この段階ではボーリング調査のような現地での
作業は行われません。
　最終処分法で定められた文献調査では国の審議会等で
の議論の結果、6項目2観点で評価を行うこととなっていま
す。6項目は①地震・活断層②噴火③隆起・侵食④第四紀
の未固結堆積物⑤鉱物資源⑥地熱資源、2観点は①技術
的観点②経済社会的観点としています。これらについて文
献・データを収集し、評価を行います。その結果を用いて、概
要調査地区の候補が検討されます。
　文献調査の開始には、市町村からＮＵＭＯへ応募する方
法と、国からの申入れを市町村が受諾する方法があります。 
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１． 原子力発電所から発生する分 ２． 原子力施設から発生する分

３． 研究施設などから発生する分

４． 低レベル放射性廃棄物の処分

低レベル放射性廃棄物埋設センター（青森県六ヶ所村） 写真提供：日本原燃（株）

ドラム缶

容器に固化
（敷地内に安全に保管）

容器に固化
（敷地内に安全に保管）

原子力発電所

固体

原子力発電所

気
体

原子力発電所

液
体

減衰
タンク

放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

外
気

発電所
建物換気

ろ過・脱塩

蒸発濃縮

脱塩

地下に埋設処分

地下
70ｍより
深い地中

貯蔵
タンク

（放射性物質の濃度を減衰させる）

（施設内に保管）

排気筒から放出

原子力発電所で再利用

海へ放出

産業廃棄物と
同様の処理処分

資源として再利用

トレンチ処分

低レベル放射性
廃棄物埋設センターに

埋設処分

フィルター

焼却、圧縮などで、
容積を減らす

フィルター・スラッジ、
使用済イオン交換樹脂

放射性物質の濃度を
測定し、安全を監視

活性炭式希ガスホールドアップ装置
（放射性物質の濃度を減衰させる）

放射性廃棄物として扱う必要のないもの、
または放射性廃棄物でない廃棄物

放射性物質の濃度の極めて低い廃棄物（コンクリートや金属など）
低レベル放射性廃棄物

放射化金属
（制御棒や炉内構造物など）

放射性物質の濃度の比較的低い廃棄物
低レベル放射性廃棄物

放射性物質の濃度の比較的高い廃棄物
低レベル放射性廃棄物

紙、布など

蒸留水

濃縮廃液

切断など

　出典：電気事業連合会「放射性廃棄物Q&A」などより作成

■原子力発電所から出る廃棄物の処理・処分方法

ドラム缶

■放射性固体廃棄物の種類と処分方法

出典：電気事業連合会資料より作成
※１ 原子番号が、ウラン（92）よりも大きい核種のこと。ネプツニウム（Np）、プルトニウム（Pu）、アメリシウム（Am）、キュリウム（Cm）などがあります。天然には存在せず、
      原子炉や加速器の利用により人工的に作られたもので、半減期が数万年以上と長いものもあります。
※２ クリアランス対象物。安全上「放射性廃棄物として扱う必要がないもの」を再利用したり、処分したりすることができる制度を「クリアランス制度」といいます。

低

トレンチ処分

放射性固体廃棄物の処分イメージ放射性固体廃棄物の種類と処分方法

＊2

0m

70m

300m

中深度処分

地層処分

TRU 廃棄物 高レベル
放射性廃棄物

地下300mより深い地層

ピット処分

処分方法の例

中深度処分

地層処分

トレンチ処分

ピット処分

高レベル放射性廃棄物

放射性廃棄物として
扱う必要のないもの＊2

コンクリート、
金属など

紙、布、廃液、
金属など

紙、布、廃液、
金属など

使用済燃料の
再処理で
発生する廃液

原子力施設の
解体作業や
運転に伴って
発生する廃棄物

トレンチ処分

ピット処分

ピット処分

中深度処分

地層処分

トレンチ処分、ピット処分

中深度処分

地層処分（場合によっては）

中深度処分

地層処分

資源として再利用
産業廃棄物と同様に
処理処分

使用済制御棒、
原子炉内の
構造物

放射能レベル
の極めて低い
廃棄物

放射能レベル
の比較的低い
廃棄物

放射能レベル
の比較的高い
廃棄物

ウラン廃棄物 紙、布、廃液、
金属など

切断・圧縮

固化または
切断・圧縮
など

固化または
切断・圧縮
など

固化

切断・圧縮
など

放射性廃棄物でない
廃棄物

切断・圧縮
など

固化または
切断・圧縮
など

固化または
切断・圧縮
など

超ウラン元素を
含む廃棄物
（TRU 廃棄物）

発生場所 廃棄物の例 処理の例 処分方法の例廃棄物の種類

地下300mより深い、安定した岩
盤の中に廃棄物を入れます。廃
棄物は、厚い金属製容器（オー
バーパック）にさらに収納し、
放射性物質の移動を遅くする特
殊な粘土で締め固めるなどして
埋め戻します。

地下70mより深い地中に、コンク
リートでトンネル型やサイロ型の
建造物を造り、その中に廃棄物を
入れます。さらに廃棄物の周り
は、放射性物質の移動を遅くする
特殊な粘土で締め固めるなどして
埋め戻します。現在、規制等の検
討が、原子力規制委員会において

地上または地下70m未満にコンク
リートの箱（ピット）を設置し、
その中に廃棄物を入れてモルタル
などで固め、覆土します。

地上または地下70m未満にコンク
リートピット等の人工バリアを設け
ずに廃棄物を入れ、覆土します。

高

ウラン濃縮工場
ウラン燃料加工工場

MOX燃料加工工場
モックス

再処理工場

上記のすべての
発生場所

原子力発電所

＊1

など

原子力発電所からは、気体状、液体状、固体状の放
射性廃棄物が発生します。建物の換気をした空気などの
気体は、フィルターなどを通して放射性物質をできるだけ
取り除きます。その後、放射性物質の濃度を測定し、基準
以下であることを確認して大気中へ放出されます。
洗濯の廃液など液体状のものは、ろ過や蒸発濃縮など

をしたうえで、蒸留水は再利用するか、放射性物質の濃
度を測定し、安全を確認して海へ放出されます。
液体状の廃棄物を蒸発濃縮した後に残った廃液は、

セメントやアスファルトで固め、ドラム缶に詰められます。
そして、紙や布などは、焼却、圧縮などをしてから、使用
済みのフィルターやイオン交換樹脂などは、貯蔵タンクで
放射能レベルを下げてからドラム缶に詰められます。
制御棒や炉内構造物などの放射化した金属は、切断

などをしたうえで容器に固化されます。
　原子力発電所から発生する低レベル放射性廃棄物
は、放射能レベルに応じて以下の三つに分けられます。
・放射能レベルの極めて低い廃棄物：コンクリートや金属
・放射能レベルの比較的低い廃棄物：濃縮廃液、紙、布、
イオン交換樹脂など
・放射能レベルの比較的高い廃棄物：制御棒、炉内構造物など

原子力発電所以外の原子力施設からは、「ウラン廃
棄物」や「長半減期低熱放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物、
Trans Uranic Waste）」とよばれる低レベル放射性廃
棄物が発生します。
ウラン廃棄物は、ウラン濃縮施設やウラン燃料の加
工施設で発生する沈殿物や使用済フィルターなど、ウ
ランを含んだ廃棄物です。
ＴＲＵ廃棄物は、再処理工場やＭＯＸ燃料の加工
施設から出る廃液や使用済燃料の燃料を包んでいる
被覆管を切断したものなど、半減期の長い超ウラン核
種を含む廃棄物です。
現在、ウラン廃棄物は、ウラン燃料成型加工事業者や
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）、
日本原燃（株）（ＪＮＦＬ）で保管されています。ＴＲＵ廃棄
物は、ＪＡＥＡとＪＮＦＬで保管されています。

ＪＡＥＡを含む全国各地の数多くの研究機関、大学、
民間企業、医療機関などでは、研究用原子炉や核燃料
物質、放射性同位元素などの使用にともない低レベル放

射性廃棄物が発生します。現在、それぞれの発生者の事業
所において保管管理されています。
研究施設などから発生する放射性廃棄物は、２００８年

６月にＪＡＥＡが埋設処分の実施主体として位置づけられ、
国の定めた「埋設処分業務の実施に関する基本方針」
（２００８年１２月）に即して策定された「埋設処分業務の実
施に関する計画」（２００９年１１月認可）に基づいて事業
が実施されます。第一期埋設事業における埋設施設の規
模は、２００リットルドラム缶換算で廃棄体約７５万本（ピット
処分約２２万本、トレンチ処分約５３万本）相当が計画され
ています。また、埋設施設の能力は、全操業期間の年間
平均でピット処分約４,０００本、トレンチ処分約１１,０００本の
埋設処分を可能とする計画です。

原子力発電所や原子力施設、研究施設などから発生
する低レベル放射性廃棄物は、放射能レベルなどに応じて
埋設処分されます。放射能レベルの高い順に、Ｌ１、Ｌ２、Ｌ３
とよばれています。
【トレンチ処分】
放射能レベルの極めて低い廃棄物（Ｌ３）は、地面の浅い

ところに埋設処分されます。これをトレンチ処分といいます。
ＪＡＥＡの動力試験炉（ＪＰＤＲ）の解体にともなって発生し
たコンクリートなどの廃棄物を対象に、同研究所の敷地内で
試験的に実施されています。また、日本原子力発電（株）で
は、東海発電所の解体にともなって発生する低レベル放射
性廃棄物のうち、放射能レベルの極めて低いものの埋設施
設の設置に係る埋設事業許可申請書を2015年7月に原子

力規制委員会へ提出し、審査を受けています。
【ピット処分】
放射能レベルの比較的低い廃棄物（Ｌ２）は、浅い地面の

中にコンクリートの囲い（コンクリートピット）などの人工的な構造
物を設けて埋設処分されます。これをピット処分といいます。ＪＮ
ＦＬの低レベル放射性廃棄物埋設センター（青森県六ヶ所
村）で行われています。
１号廃棄物埋設地では、各発電所で発生した濃縮廃液
や使用済樹脂、焼却灰などをセメントなどで固めてドラム缶
に入れたものを対象に、１９９２年１２月から受け入れが開始
されています。２号廃棄物埋設地では、金属やプラスチック
類などをドラム缶に入れて、モルタルで固めたものを対象に、
２０００年１０月から受け入れが開始されています。２０２４年
１０月末現在、１号廃棄物埋設地に１５万９,５０７本、２号廃
棄物埋設地に２０万２,６７２本が埋設されています。
各発電所が希望する本数の受け入れを継続すると数年
以内に満杯になる見込みのため、３号埋設施設の増設を
予定しています。
【中深度処分】
放射能レベルの比較的高い廃棄物（Ｌ１）は、地下鉄や

ビルの建設などで一般的と考えられる地下利用に対して、
十分余裕をもった深度（７０ｍ以深）への埋設処分が検討
されています。これを中深度処分といいます。
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低レベル放射性廃棄物




